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１．背景と目的

近年，発生が危惧されている東海地震，東南海地震およ

びそれらが連動する地震は，断層規模が非常に大きい．そ

のため，地震発生時には地震動継続時間がかつて体験した

ことのない非常に長いものになると予想されている．

現在，これらの地震についての被害想定は，強震動シミ

ュレーションにより算出した各地点での地震動波形から各

地点での計測震度１)を求め，各種の被害関数を用いて推定

されている．しかし，計測震度は地震動波形の最大振幅に

大きく依存する実効加速度により算出されており，最大加

速度よりは少し低いが繰り返し続く強い地震動の影響があ

まり考慮されない指標となっている．したがって，計測震

度が同じであっても，地震動継続時間が長い場合には，構

造物の直接的な損傷や地盤の液状化による被害が増大する

ことが十分に考えられ，実際の被害が予想を上回ることが

懸念される．

以上のことから，海溝型巨大地震の大きな特徴である長

い地震動継続時間が構造物に与える影響について検討を行

い，地域地震被害想定によく用いられる構造物の被害関数

に地震動継続時間の影響を取り入れることを検討した．こ

こでは，RCラーメン高架橋をとり挙げ対象構造物とした．

２．研究方法

2.1 解析手法および対象構造物

本研究では，対象とした構造物を骨組みモデルに置き換

えて地震動応答解析を行う．解析対象とするRC構造物は，

1995 年に兵庫県南部地震で被災した山陽新幹線（JR 西日

本）高架橋の下食満高架橋R5（二層ラーメン構造）および

2003年に三陸南地震で被災した第5猪鼻高架橋R15（一層

ラーメン構造）である．この両構造物は，土木学会コンク

リート委員会において詳細な被害分析が行われており 2) 3) ，

様々なデータと比較することが可能であるため対象とした．

構造物の復元力モデルは，鉄道橋構造物設計・耐震設計

編 4) を参考に作成した（図－1）．ただし，本研究では簡略

化のため材料の軟化を考慮しないモデル（Mm=Mn）を用い

た．さらにM点を最大耐力とし，Ｎ点に至った場合を曲げ

破壊とする．

2.2 解析に用いた地震動波形および継続時間パラメータ

解析に用いた地震動波形は，国内の観測記録86成分およ

びシミュレーション波形 33 成分の合計 119 成分である 5)．

観測記録は気象庁，旧運輸省港湾技術研究所，旧建設省土

木研究所および防災科学技術研究所 K-NET 等の計測震度

4.5以上の波形を用い，これらのうち，スペクトル特性が特

定の周期のみ極端に卓越したもの，波形包絡形状に対して

継続時間が異常に長い波形等の妥当でないものは除外した．

シミュレーション波形は，地震動予測モデルEMPRと周波

数依存型等価線形化法FDELにより作成された想定東海地

震、東南海地震および複合型地震を対象とした波形である．

図－2 に 119 成分の内訳を示す．これらの加速度記録を基

に振幅調整を行い、計測震度5.0～7.0（0.1刻み）の各震度

レベルに相当する地震動波形を作成した．

時間パラメータはT90（地震動パワーが5%～95％となる

区間の継続時間）およびTd（地震動パワーを最大加速度の

2乗で除し，係数を乗した値）を指標とした．

３．解析結果

解析結果より，震度レベルごとに構造物基部付近の曲率

図－1 復元力モデル

図－2 119成分の内訳
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が曲げ破壊に至った割合の一例を図－3 に示す．割合の算

出方法を以下に示す．

）（
入力波形総数

総数曲げ破壊に至った波形
＝曲げ破壊に至った割合 1

図－3には，式（1）により算出した割合を計測震度ごと

にプロットした．継続時間の長い波形（赤）が入力となる

場合，短い波形（青）と比べ曲げ破壊に至る割合が高くな

る傾向にあることが分かる．一方，曲げ破壊が起こりはじ

める震度は，両者ともほぼ一致し（計測震度 6.0），継続時

間の影響がほとんどない．曲げ破壊によりほぼ全ての構造

物が破壊する震度（計測震度7.0）でもほぼ同様の傾向が見

られる．（継続時間の長短の判別基準には，全波形の継続時

間の平均値を用いている．概ね，長い地震では震源域が大

きな海溝型巨大地震，短い地震では直下型地震が対応して

いると考えてよい．）

４．破壊パターンの分類

4.1 分類方法

図－3 より継続時間の長さの違いが曲げ破壊に至る割合

に及ぼす影響について確認した．ここでは，図－3 の解析

結果を破壊パターンごとに分類し，継続時間の長さが破壊

の割合に影響した原因の検討を行った．分類は最大加速度

付近で曲げ破壊に至るケース（Aパターン），後続のイベン

トで曲げ破壊に至るケース（B パターン），曲げ破壊に至ら

なかったケース（C パターン）の 3 ケースとした．分割の

一例を図－4に示す．

4.2 分類結果

分類結果の一例を図－5 に示す．分類結果よりＡパター

ンは継続時間の長短による違いはあまりみられないが，Ｂ

パターンの場合，継続時間の長い波形グループの割合が高

い事がわかる．以上より，Ｂパターン（繰り返しによる破

壊）の増加により継続時間の長い波形グループの曲げ破壊

に至る割合が高くなったと考えられる．

５． おわりに

強震動継続時間が構造物損傷に及ぼす影響についての検

討をさらに構造物の履歴エネルギー等の指標についても実

施し，地震動継続時間の影響を考慮した計測震度を従来の

被害関数に適用する方法について提案する．図－5 は，継

続時間を考慮した等価計測震度のイメージ図である．強震

動継続時間に対応する等価計測震度を，例えば式（2）のよ

うな形で用いることにより，被害推定の精度を高めること

が可能と考えられる．

等価計測震度 I
~
の算定： ITeI ・)(

~
 （2）

ここに，α：継続時間Teによる補正係数，I：計測震度
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図－3 曲げ破壊に至った割合（二層ラーメン）

図－4 破壊パターンの分類（計測震度 6.4）

図－5 破壊パターンの分類結果（計測震度 6.5）

図－5 地震動継続時間を考慮した等価計測震度による

被害率推定（イメージ図）
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